
平成29年度　東京情報大学自己点検・評価報告書

改善方策

　総合情報学部、看護学部さらに大学院において、建学の精神、大
学の教育理念、学生指導の理念にもとづいた総合情報学部の学位
授与方針（ディプロマポリシー）および、教育課程編成・実施の方針
（カリキュラムポリシー）を適切に公表している。

　総合情報学部、看護学部、および大学院総合情報学研究科は、
いずれもすでに策定されている中期計画に従い各部門で活動が行
われた。その進捗については、部門によって異なるが、目標の達成
に向けた活動が行われた。

建学の精神
教育理念
人間形成の理念
教職課程における、教育研究上の目的及
びディプロマポリシー

建学の精神
教育理念
人間形成の理念
総合情報学部・看護学部　学位授与方針
（ディプロマポリシー）
総合情報学部・看護学部、教職課程編
成・実施の方針（カリキュラムポリシー）
大学院改革委員会

活動の根拠となる指針・方針等

　社会を取り巻く諸環境の変化に対応し、大学全体とし
て教育の理念などは再考する必要があり、それを検討
する恒常的な仕組みを構築する。

建学の精神
教育理念
学生指導の理念
総合情報学部学位授与方針
看護学部認可申請書
大学設置基準第２条
学校教育法施行規則第１７２条２

評価

　現状通り、『学生ハンドブック』、および『東京情報大
学公式ホームページ』にて公表を継続する一方で、学
生に対してはその理解度を確認する仕組みを構築す
る。

中期計画に従って目標を達成すべく活動する一方で、
問題点については、計画にとらわれることなく迅速かつ
適切に対応する。

　基本情報の公表はおおむね適切に更新されている。また、認証評
価の報告書については適切に公表されている。

　情報公表の時期にずれがあるところがあることから、
同時期の公表ができる体制の整備を検討する。

学校教育法施行規則

　総合情報研究所、看護学部遠隔看護実践センターの
定期的な点検・検証のシステムの早急な構築を行う。

東京情報大学総合情報研究所規定
東京情報大学看護学部遠隔看護実践セ
ンター規定

内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示していない。 東京情報大学基本方針を策定し、運営委員会規程、
自己点検評価委員会規程、内部質保証に関する運営
綱領を定め、内部質保証のための全学的な方針及び
手続を明示する。

東京情報大学運営委員会規定
東京情報大学自己点検評価委員会規程

自己点検に関する学内的な整備はあるが、内部質保証の推進に責
任を負う全学的な体制の整備には至っていない。

自己点検評価を実施し、その結果に基づき改善をおこ
なう内部質保証システムを構築していく。内部質保証シ
ステムに基づき問題点を確認して、教学システム全体
の改善をおこなっていく。あわせて内部質保証の推進
に責任を負う全学的な組織の整備をおこなうとともに、
内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織を明ら
かにする。

東京情報大学運営委員会規程
東京情報大学自己点検評価委員会規程
自己点検評価委員会の委員について

　学位授与方針（ディプロマポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム
ポリシー）、学生受け入れの方針（アドミッションポリシー）については適切に設定
しているが、全体を通した全学的な基本的考え方については、不十分である。
また、自己点検評価委員会は設置されているが、内部質保証を担うPDCAサイク
ルについては、統一されたシステムは未構築である。
平成27年に大学認証評価を受けたが、その際、いくつかの改善の助言を受けて
いる。その中で、シラバスの精粗の指摘については、改善を行った。また、授業評
価アンケートの公表について積極的な公表が求められたが、学生教務課等の窓
口で閲覧できるなどの改善を行った。

　内部質保証システムの構築には未だ不十分であり、体系的な整
備が求められる。

　内部質保証システムの早急な構築・整備を検討す
る。

東京情報大学学則
東京情報大学自己点検評価委員会規程

内部質保証のための全学的な体制は未整備であるが、自己点検委員会による自
己点検評価活動により内部質保証に関して組織的な取り組みを行ってきた。

　『東京情報大学公式ホームページ』において「教育研究上の基礎的な情報」「修
学上の情報」「財務情報」を公表している。
　あわせて、公益財団法人大学基準協会の認証を受けた結果についてその報告
書を公表している。

学部、大学院とも学則の中に理念・目的が、適切に明示されてい
る。また、総合情報学部、看護学部及び大学院総合情報学研究科
はいずれもその理念を反映する、学位授与方針（ディプロマポリ
シー）を策定している。また、それを実現するためにあわせて、それ
ぞれ教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）、学生受け
入れの方針（アドミッションポリシー）を適切に設定している。

　内部質保証システムの構築には未だ不十分であり、体系的な整
備が求められる。

　内部質保証システムの構築の早急な構築・整備す
る。

東京情報大学学則
東京情報大学自己点検評価委員会規程

学内組織の設置状況は適切である。また、各学部・研究科等の教
員研究組織の適切性を自己点検委員会による検証を継続してい
る。

内部質保証を担保するために、現在の自己点検に加
え、大学の基本方針にもとづき体系的な内部質保証シ
ステムにもとづき検証を行う。

東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学組織及び職制
東京情報大学情報サービスセンター規程
東京情報大学総合情報研究所規程
東京情報大学看護学部遠隔看護実践研
究センター規程

総合情報研究所、看護学部遠隔看護実践センターのいずれも組織
として定期的な点検・検証のシステムの早急な構築が望まれる。

大学基準 点検・評価項目

内部質保証のための全学的な体制は未整備であるが、自己点検委員会の方針
を明確にし、組織の整備とともにメンバーの構成を明らかにした。自己点検評価
活動により内部質保証に関して組織的な取り組みを行った。

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究
科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材
育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容
○大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性

評価の視点

１．理念・目的 大学は、自ら掲げる理念
に基づき、人材育成の目
的その他の教育研究上
の目的を適切に設定し
公表するとともに、それ
を実現するために将来を
見据えた中・長期の計画
その他の諸施策を明確
にしなければならない。

①　大学の理念・目的を適切に設
定しているか。また、それを踏まえ、
学部・研究科の目的を適切に設定
しているか。

③　大学の理念・目的、各学部・研
究科における目的等を実現していく
ため、大学として将来を見据えた
中・長期の計画その他の諸施策を
設定しているか。

２．内部質保証 大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、内部質保証システム
を構築し、恒常的・継続
的に教育の質の保証及
び向上に取り組まなけれ
ばならない。

①　内部質保証のための全学的な
方針及び手続を明示しているか。

②　内部質保証の推進に責任を負
う全学的な体制を整備しているか。

③　方針及び手続に基づき、内部
質保証システムは有効に機能して
いるか。

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の
設定

○下記の要件を備えた内部質保証のための全学的
な方針及び手続の設定とその明示
・内部質保証に関する大学の基本的な考え方
・内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の権
限と役割、当該組織と内部質保証に関わる学部・研
究科その他の組織との役割分担
・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指
針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロセスなど）

○内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の
整備
○内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織のメ
ンバー構成

○学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学
生の受け入れ方針の策定のための全学としての基本
的な考え方の設定
○内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織によ
る学部・研究科その他の組織における教育のＰＤＣＡ
サイクルを機能させる取り組み
○行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置
計画履行状況等調査等）に対する適切な対応
○点検・評価における客観性、妥当性の確保

②　大学の理念・目的及び学部・研
究科における目的を学則又はこれ
に準ずる規則等に適切に明示し、
社会に対して公表しているか。

大学として、「建学の精神」、「教育理念」、「学生指導の理念」を設定し、『大学公
式ホームページ』、および『東京情報大学公式ホームページ』などで公開ている。
「東京情報大学学則」において、学部、学科の理念・目的を、また「東京情報大学
大学院学則」大学院の理念・目的を設定している。
　平成29年度、東京情報大学の理念・目的を効果的に実現するために総合情報
学部、大学院総合情報学研究科の改組、および看護学部の設置を行った。

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究
科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材
育成その他の教育研究上の目的の適切な明示
○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト
等による大学の理念・目的、学部・研究科の目的等の
周知及び公表

　総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科および、教職課程は、い
ずれも人材育成その他の教育研究上の目的については、設定されており、『学生
ハンドブック』、および『東京情報大学公式ホームページ』などにおいて公表してい
る。

設置母体である学校法人東京農業大学が中心となり、各部門において中・長期
計画を策定している。本学も同様に計画を策定し、計画に基づいた活動を実施し
ている。特に中期計画においては、2015-2018年の4カ年における目標設定を行
い、毎年その確認を行っている。そこには大学の理念目的を実現するための計画
も含まれており、その計画に則り活動が行われている。

現状説明（活動内容・報告）

○教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その
他の諸活動の状況等の公表
○公表する情報の正確性、信頼性
○公表する情報の適切な更新

　自己点検に関する内部の規定はあるが、内部質保証システム自体が、未整備
であり、適切性について定期的な点検・評価は行われていない。

大学の理念・目的を実現するために、総合情報学部、看護学部、大学院総合情
報学研究科、教職課程、情報サービスセンター、総合情報研究所、遠隔看護実
践研究センター、学生部、医務室、事務局が適正に設置されている。さらに、教
学、学生募集、キャリア支援、社会貢献などの諸活動に対する運営を支援するた
めの各種委員会が設置されている。なお、各学部・研究科等の教育研究組織つ
いては、自己点検委員会によって適切性の検証が行われてきた。

教育組織については、自己点検評価委員会、教務委員会、FD委員会などを通し
て点検検証が行われている。その一方で、総合情報研究所、看護学部遠隔看護
実践センターのいずれにおいても、研究活動の成果報告はあるが、研究組織とし
ての適切性について定期的な点検・検証は、十分行われていない。

○全学的なＰＤＣＡサイクルの適切性、有効性
○適切な根拠（資料、情報）に基づく内部質保証シス
テムの点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

○大学の理念・目的と学部（学科または課程）構成及
び研究科（研究科または専攻）構成との適合性
○大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組
織の適合性
○教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を
取り巻く国際的環境等への配慮

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

②　教育研究組織の適切性につい
て定期的に点検・検証を行っている
か。また、その結果をもとに改善・
向上に向けた取り組みを行っている
か。

④　教育研究活動、自己点検・評価
結果、財務、その他の諸活動の状
況等を適切に公表し、社会に対す
る説明責任を果たしているか。

⑤　内部質保証システムの適切性
について定期的に点検・評価を行っ
ているか。また、その結果をもとに
改善・向上に向けた取り組みを行っ
ているか。

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、教育研究組織を適切
に整備しなければならな
い。

①　大学の理念・目的に照らして、
学部・研究科、附属研究所、セン
ターその他の組織の設置状況は適
切であるか。

３．教育研究組織
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改善方策 活動の根拠となる指針・方針等評価大学基準 点検・評価項目 評価の視点 現状説明（活動内容・報告）

③　教育課程の編成・実施方針に
基づき、各学位課程にふさわしい授
業科目を開設し、教育課程を体系
的に編成しているか。

○各学部・研究科において適切に教育課程を編成す
るための措置
・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性
・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性へ
の配慮
・単位制度の趣旨に沿った単位の設定
・個々の授業科目の内容及び方法
・授業科目の位置づけ（必修、選択等）
・各学位課程にふさわしい教育内容の設定
（＜学士課程＞初年次教育、高大接続への配慮、教
養教育と専門教育の適切な配置等
＜修士課程、博士課程＞コースワークとリサーチワー
クを適切に組み合わせた教育への配慮等
＜専門職学位課程＞理論教育と実務教育の適切な
配置等）
○学生の社会的及び職業的自立を図るために必要
な能力を育成する教育の適切な実施

大学の理念・目的を実現するために、教育目標を定め、大学、総合情報学部、看
護学部、大学院総合情報学研究科において学位授与方針を実現するための教
育課程の編成・実施方針を策定し、これに基づき、教育課程を適正に編成してい
る。また、学位授与方針に関連付けたカリキュラムマップを作成し、シラバスの到
達目標に、学位授与方針に関連付けて、どのような知識・能力を修得できるかを
具体的に明示している。
　総合情報学部においては、学生の社会的及び職業的自立を図るために、科目
区分「キャリアデザイン」を割り当て、キャリア形成を支援する科目を配し、就職支
援行事と合わせて複合的に学生のキャリアアップを図っている。大学院総合情報
学研究科において博士課程（前期課程・後期課程）において、コースワークとリ
サーチワークを組み合わせ、それぞれの授業科目において学位授与方針に沿っ
た構成にするとともに、総合演習において評価・確認している。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科、および教職
課程において教育課程は学位授与方針、教育課程編成の方針に
基づき適切に編成し、実施している。学位授与方針に関連付けたカ
リキュラムマップを作成し、シラバスの到達目標に、学位授与方針
に関連付けて、どのような知識・能力を修得できるかを適切に示し
ている。しかし、教育課程の適切性について、第三者による評価は
行っていない。

教育課程の適切性について評価する体制を整備す
る。大学院総合情報学研究科は、博士前期課程、後期
課程の一貫教育の可能性を検討する必要があり、これ
に合わせて、教育課程を検討する。

総合情報学部：学位授与方針（ディプロマ
ポリシー）
看護学部：学位授与方針（ディプロマポリ
シー）
大学院総合情報学研究科：学位授与方針
（ディプロマポリシー）
総合情報学部教職課程：学位授与方針
（ディプロマポリシー）

総合情報学部：教育課程編成・実施の方
針（カリキュラムポリシー）
看護学部：教育課程編成・実施の方針（カ
リキュラムポリシー）　　　　　　　　　　　大
学院総合情報学研究科教育課程編成：実
施の方針（カリキュラムポリシー）
総合情報学部教職課程：教育課程編成・
実施の方針（カリキュラムポリシー）

学生の学習活動を効果的に行う措置として、総合情報学部、看護学部、いずれも
学年毎の履修の上限を設け単位の実質化を図る措置を行っている。本学は、4年
間各学年で担任教員を決めて適切な履修指導している。また、大学院総合情報
学研究科においては、授業科目の修了要件単位数が34単位のため、履修制限
などは導入していない。シラバスの内容と実施については、総合情報学部、看護
学部、いずれも教務委員会において毎年検討している。大学院総合情報学研究
科においては、第三者により整合性のチェックを行っている。
学生の主体的参加を促す授業については、総合情報学部においては、「知識創
造の方法ａ～ｆ」を配当している。看護学部においては、学部の教務委員会、実習
委員会(学生に効果的な実習のあり方等の検討)、学生部委員会(学生が学習し
やすい環境づくり等の検討)等において検討している。

総合情報学部、看護学部において、授業時間外における学習時間
の状況把握は十分に行われていないのが現状である。大学院総合
情報学研究科においては、年間スケジュールに基づき、研究指導を
適切に対応している。
総合情報学部では、主体的学びを促す講義科目として「知識創造
の方法ａ～ｆ」をアクティブ・ラーニング形式で授業を実施している
が、評価方法については、共通の到達目標を定めておらず、担当
者に一任している。看護学部では、アクティブラーニングの実施や
VTRや模擬患者等を用いた実践的な演習など行われ、学生の学習
を活性化する教育が行われている。教務委員会、ＦＤ委員会をはじ
め授業の内容、学生への教育効果等検討がなされている。

授業時間外における学習時間の状況把握を検討して
いく。
到達目標（基準）を明確にし、共通化を図る。
研究科においても今後、博士前期、後期課程の一貫教
育の可能性を検討する必要があり、コースワーク、リ
サーチワークを融合し、効果的な教育や研究指導を行
う。

 これからの学校教育を担う教員の資質能
力の向上について ～学び合い、高め合う
教員育成コミュニティの構築に向けて～
（答申）（中教審第184号）平成27年12月21
日
大学院改革委員会の検討事項「教育課程
及び教育方法」

成績評価及び単位認定について、総合情報学部、看護学部ともに学則に規定さ
れている単位制度の趣旨に基づき、単位認定を実施するとともに、年間履修単位
数に上限（CAP）を設け、授業時間外学習の時間を適切に確保している。単位の
認定において厳格な成績評価を実施するために、履修規程に成績評価基準を定
め学生ハンドブックに掲載し、シラバスに明示している成績評価方法に基づき評
価している。他大学や短大を経て、本学に入学・編入した学生の既修得単位につ
いては、当該大学の成績証明書などをもとに適切に認定している。進級要件につ
いては、総合情報学部においては履修規程に定め、学生ハンドブックへ掲載して
いる。卒業要件については、学則おいてに規定し、学生ハンドブックへ掲載してい
る。大学院総合情報学研究科においては、課程修了の要件を定め、学生ハンド
ブックに掲載している。

　学位授与の適切性について、総合情報学部においては、学位論文審査に関し
て、各指導教員が定めた審査基準に従い実施している。学位審査及び修了認定
に関しては、総合情報学部の学科教員会において各指導教員の意見を聴き、卒
業の認定（判定）を実施している。大学院総合情報学研究科においては、学則に
基づき、「学位論文（博士前期課程）審査のための要件及び方法」及び「博士（総
合情報学）の学位授与のための要件及び方法」を定め、論文審査を行い学位を
授与している。

　総合情報学部、看護学部ともにシラバスにて成績評価方法を公表
しているが、成績評価の客観性については現時点で担保されてい
るとはいえない。総合情報学部において進級・卒業判定は適切に運
用しているといえる。また、学位論文審査に関しては、各指導教員
が設定した審査基準に従って実施しているが、その審査基準の明
示が不十分である。その一方で、学位審査及び修了認定に関して
は、学部の教員会において、卒業の認定（判定）を実施しているた
め、一定の客観性及び厳格性は確保されている。看護学部におい
ては、学生の学習成果に関することについては、学部の教務委員
会、実習委員会及び学生委員会等の各種委員会等により、学生の
状況等について把握及び評価がなされている。
　大学院総合情報学研究科においては、授業科目の成績評価及び
単位認定、並びに学位論文審査を適切に行っているが、２０１７年
度に策定した学位授与方針を踏まえた成績評価の方法及び修了の
基準は設けていない。

　総合情報学部においては、ルーブリック評価の導入
などが今後の検討課題としてあげられる。学位論文審
査に関しては、その審査基準を明示するとともに、研究
室単位（複数指導教員の体制）で学士論文審査を行
い、合否判定を実施するなどの改善策を検討する。
　看護学部においては、学生の学習成果、授業のあり
方等については、学部の現在の教育組織体制を見直
しながら、取り組みを強化するとともに、完成年度後の
カリキュラム改正に向け、よりよい教育方法、授業の内
容方法等について検討する。
　大学院総合情報学研究科においては、ルーブリック
評価の導入などが今後の検討課題としてあげられる。
また、博士前期、後期課程の一貫教育の可能性を検
討する。

東京情報大学学則第１１条から第１５条の
３
東京情報大学総合情報学部履修規程
東京情報大学学則第１４条、東京情報大
学総合情報学部履修規程第１９条、第２０
条
学位授与方針（ディプロマポリシー）では、
学位授与の要件として、卒業要件単位数
を習得した学生に対して、卒業時に学士
の単位を授与することと定めている。
東京情報大学大学院学則第６条から第１
８条

　総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科、および教
職課程においてそれぞれ学位授与方針の策定及び公表を適切に
実施している。

　総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科、および教
職課程においてそれぞれ学位授与方針の策定及び公表を適切に
実施している。

　引き続き適切に公表等を実施する。

　引き続き適切に公表を実施する。

総合情報学部：学位授与方針（ディプロマ
ポリシー）
看護学部：学位授与方針（ディプロマポリ
シー）
大学院総合情報学研究科：学位授与方針
（ディプロマポリシー）
総合情報学部教職課程：学位授与方針
（ディプロマポリシー）

総合情報学部：教育課程編成・実施の方
針（カリキュラムポリシー）
看護学部：教育課程編成・実施の方針（カ
リキュラムポリシー）
大学院総合情報学研究科教育課程編成：
実施の方針（カリキュラムポリシー）
総合情報学部教職課程：教育課程編成・
実施の方針（カリキュラムポリシー）

４．教育課程・学習
成果

①　授与する学位ごとに、学位授与
方針を定め、公表しているか。

④　学生の学習を活性化し、効果
的に教育を行うための様々な措置
を講じているか。

○各学部・研究科において授業内外の学生の学習を
活性化し効果的に教育を行うための措置
・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るた
めの措置（１年間又は学期ごとの履修登録単位数の
上限設定等）
・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果
の指標、授業内容及び方法、授業計画、授業準備の
ための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び
実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等）
・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び
授業方法
＜学士課程＞
・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数
・適切な履修指導の実施
＜修士課程、博士課程＞
・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間ス
ケジュール）の明示とそれに基づく研究指導の実施
＜専門職学位課程＞
・実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導
の実施

○成績評価及び単位認定を適切に行うための措置
・単位制度の趣旨に基づく単位認定
・既修得単位の適切な認定
・成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置
・卒業・修了要件の明示
○学位授与を適切に行うための措置
・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明
示
・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保
するための措置
・学位授与に係る責任体制及び手続の明示
・適切な学位授与

⑤　成績評価、単位認定及び学位
授与を適切に行っているか。

大学の理念・目的を実現するために、教育目標を定め、大学、総合情報学部、看
護学部、大学院総合情報学研究科、および教職課程で、それぞれにおける学位
授与方針（ディプロマポリシー）を策定し、『東京情報大学ホームページ』、『学生
ハンドブック』において公表している。

大学の理念・目的を実現するために、教育目標を定め、大学、総合情報学部、看
護学部、大学院総合情報学研究科、および教職課程で、それぞれ教育課程編
成・実施の方針（カリキュラムポリシー）を策定し、『大学公式ホームページ』、『学
生ハンドブック』において公表している。『学生ハンドブック』には、それぞれ教育
課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）と「カリキュラム」を掲載し、教育の
体系を構成する授業科目区分などが示されている。

②　授与する学位ごとに、教育課程
の編成・実施方針を定め、公表して
いるか。

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、学位授与方針及び
教育課程の編成・実施方
針を定め、公表しなけれ
ばならない。また、教育
課程の編成・実施方針に
則して、十分な教育上の
成果を上げるための教
育内容を備えた体系的
な教育課程を編成すると
とに、効果的な教育を行
うための様々措置を講
じ、学位授与を適切に行
わなければならない。さ
らに、学位授与方針に示
した学習成果の修得状
況を把握し評価しなけれ
ばならない。

○課程修了にあたって、学生が修得することが求めら
れる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習
成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公
表

○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設
定
及び公表
・教育課程の体系、教育内容
・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等
○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適
切な連関性
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改善方策 活動の根拠となる指針・方針等評価大学基準 点検・評価項目 評価の視点 現状説明（活動内容・報告）

③　適切な定員を設定して学生の
受け入れを行うとともに、在籍学生
数を収容定員に基づき適正に管理
しているか。

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生
数の管理
＜学士課程＞
・入学定員に対する入学者数比率
・編入学定員に対する編入学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数比率
・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に
関する対応
＜修士課程、博士課程、専門職学位課程＞
・収容定員に対する在籍学生数比率

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科、いずれも定員について
は、学則に学生数が規定されている。在学生については、毎月開催される運営員
会、教授会（総合情報学部・看護学部）、学科教員会、大学院研究科委員会にお
いてそれぞれの会議において、入学定員に対する入学者数比率、編入学定員に
対する編入学生数比率、収容定員に対する在籍学生数比率、収容定員に対する
在籍学生数比率について確認している。しかし、収容定員に対する在籍学生数の
過剰又は未充足に関する対応については、不十分である。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科、いずれも入
学者、在籍者ともに定員の管理については、適正に行われている。
その一方で、学生受け入れの方針（アドミッションポリシー）の定期
的な検討作業については、不十分である。

　情報通信技術のさらなる進歩やそれをとりまく社会状
況の変化などを考慮しつつ大学の理念目的の実現の
ために学生受け入れ方針（アドミッションポリシー）の定
期的かつ組織的な検討する。

 東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
総合情報学部　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
看護学部　学生受け入れの方針（アドミッ
ションポリシー）
大学院総合情報学研究科　学生受け入
れの方針（アドミッションポリシー）

総合情報学部、看護学部においては、学習成果を把握及び評価するための方法
として、各学年終了時に１年間のGPAと入学後これまでのGPAを成績表に記録し
ている。成績配布時には、GPAが各学年全学生数のうち何位に位置しているか
の表を合わせて配布することで、自己のおよその順位を理解させて、その後の努
力を促すように指導している。
　社会人基礎力の測定を目的とした学生調査として、総合情報学部１、２年生に
対して、リアセック社のPROG評価を実施し、学生各人のリテラシー能力(情報収
集力、情報分析力、課題発見力、構想力、言語処理能力、非言語処理能力)とコ
ンピテンシー能力(対人基礎力、対自己基礎力、対課題基礎力)を測定してる。こ
のPROGは、担任教員が各学生の能力を把握するとともに、学生本人が自己の
強み、弱みを認識し、卒業までの４年間で、強みは伸ばし、弱みは改善するように
指導している。
　看護学部においては、学部の教務委員会、実習委員会、学生部委員会等にお
いて、学生の成績及び学習成果、これからの学習支援等について検討した。成績
不振者への対応等については、再試験制度の活用やクラス担任等による指導等
を適切に行われた。また、看護師等の国家試験合格対策に向けて、国家試験対
策や学習支援に関する小委員会を設け、低学年模試の実施や学生自身が主体
的に学習に取り組むことを支援する学習支援活動を実施している。
　大学院総合情報学研究科においては、学位論文として学習成果がまとめられ、
学位論文審査基準の審査指標により学習成果を測定し、評価しているが、学位
授与方針に対応した学習成果が達成しているかを把握する仕組みは設けていな
い。

　総合情報学部においては、学習成果が、社会のニーズに適合して
いるかの評価が不十分である。ポートフォリオは学生の学習成果と
それらに対する自己評価を、年次ごとにまとめており、その定性的
および定量的な評価を行っている。ただし、いずれも自己の主観的
評価に基づいたものである。
　看護学部においては、学生の学習成果に関することについては、
学部の教務委員会、実習委員会及び学生委員会等の各種委員会
等により、学生の状況等について把握及び評価がなされている。ま
た、成績不振者への指導等や看護師国家試験対策に向けた学生
の学習支援活動については、学生の学習への取り組み、その動機
つけの面からも、現時点においては良い方向に向かいつつある。
　大学院総合情報学研究科においては、学習成果を測定するため
指標や仕組みは設けていない。

総合情報学部においては、学習成果が、社会のニー
ズに適合しているかについて、客観的に評価する方法
を検討する必要がある。企業懇談会や学園祭ホームカ
ミングデーに社会のニーズに適合しているかアンケー
ト調査等を行う。
　看護学部では、学生の学習成果、授業のあり方等に
ついては、学部の現在の教育組織体制を見直しなが
ら、取り組みを強化するとともに、完成年度後のカリ
キュラム改正に向け、よりよい教育方法、授業の内容
方法等について検討する。
　大学院総合情報学研究科では、学習成果を測定す
るための指標や仕組みを検討する。

 学校教育法施行規則第百六十五条の二
「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロ
マ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方
針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者
受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）
の策定及び運用に関するガイドライン（平
成28年3月31日・中教審）

　学生受け入れの方針（アドミッションポリシー）については東京情報大学の公式
ホームページ、大学案内において公表している。

　総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科の学生募集に関しては、
それぞれの学生受け入れの方針（アドミッションポリシー）をふまえ、学習募集の
計画、大学案内の作成、学生募集行事の実施、入学試験の実施をそれぞれ行っ
ている。
　総合情報学部においては、ＡＯ、推薦入試において、看護学部にはそれ期加え
一般試験でも面接を課しているが、判断指標を統一し客観性を担保している。最
終的な合否については、入試選考委員会において慎重な審議を行い、公平な選
抜を行っている。
大学院総合情報学研究科においても学部同様に面接においては、判断指標を統
一し客観性を担保している。最終的な合否については、大学院研究科委員会に
おいて慎重な審議を行い、公平な選抜を行っている。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科において、学
生受け入れの方針（アドミッションポリシー）については適切に公表
している。
　その一報で、学位授与方針（ディプロマポリシー）および、教育課
程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）との、相互の関連性に
ついては、検証が不十分である。また、障害のある学生の受け入れ
方針について明文化、公表されていない。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科において、い
ずれも適正に入学試験は実施されている。また、合否判定において
もその透明性は担保されている。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科
において、いずれも受け入れる学生に求められる学習
成果（「学力の３要素」）をどのように学生受け入れの方
針（アドミッションポリシー）に反映させていくか検討す
る。
　障害のある学生の受け入れ方針について入試・広報
委員会を中心に検討し、明文化するとともに適切に公
表する。あわせて障害のある学生が入学したときに
は、円滑な学生生活が送れるように教育環境を整備す
る。
　大学院総合情報学研究科では、学部の改組が重な
り、学部の上に成り立つ大学院の教育体系が定まらな
い状態にある。学部との一貫性をもたせるため、アド
ミッションポリシーを現状にあわせて修正する必要があ
る。

総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科
において、その適性を継続的に担保するために自己点
検結果を反映し、入試広報委員会、入試広報課等にお
いて、総合的な検討を怠ることのないようにする。

総合情報学部における、卒業論文という大学教育の総括的な成果
物に対する全学的な評価活動は、きわめて意義がある。しかも、定
期的に行われていることで次年度への改善につながるものであると
いえる。しかし、その一方で代表者による報告であることからさらな
る工夫が求められる。また、総合情報学部、看護学部ともの学習の
評価については、一貫した体制そのものがない状況である。教育課
程及びその内容、方法の適切性について検討する体制づくりが求
められる。

　授業評価アンケートの結果は、各授業の担当者のみ
が閲覧できる状態である。この結果は、教育課程及び
その内容、方法の適切性について定期的に点検・評価
を行うための貴重な資料でありながら、現状は所属長
と科目担当者個人での点検・評価に留まっている。　大
学レベルで共通した教育課程及びその内容、方法の適
切性について検討する体制づくり、あわせて、各学部
の特性を踏まえた体制づくりを検討する必要がある。
全学的なFD活動の一環として、教育方法の改善・向上
に向けた取り組みとしてのFDを実施する。

 学位授与方針（ディプロマポリシー）
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム
ポリシー）
「教職課程コアカリキュラム」（教職課程コ
アカリキュラムの在り方に関する検討会・
文部科学省）

東京情報大学学則
総合情報学部　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
看護学部　学生受け入れの方針（アドミッ
ションポリシー）
大学院総合情報学研究科　学生受け入
れの方針（アドミッションポリシー）

東京情報大学学則
総合情報学部　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
看護学部　学生受け入れの方針（アドミッ
ションポリシー）
大学院総合情報学研究科　学生受け入
れの方針（アドミッションポリシー）

５．学生の受け入れ

④　学生の受け入れの適切性につ
いて定期的に点検・評価を行ってい
るか。また、その結果をもとに改善・
向上に向けた取り組みを行っている
か。

①　学生の受け入れ方針を定め、
公表しているか。

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測
定するための指標の適切な設定
○学習成果を把握及び評価するための方法の開発
≪学習成果の測定方法例≫
・アセスメント・テスト
・ルーブリックを活用した測定
・学習成果の測定を目的とした学生調査
・卒業生、就職先への意見聴取

②　学生の受け入れ方針に基づ
き、学生募集及び入学者選抜の制
度や運営体制を適切に整備し、入
学者選抜を公正に実施している
か。

⑦　教育課程及びその内容、方法
の適切性について定期的に点検・
評価を行っているか。また、その結
果をもとに改善・向上に向けた取り
組みを行っているか。

⑥　学位授与方針に明示した学生
の学習成果を適切に把握及び評価
しているか。

　総合情報学部、看護学部、大学院総合情報学研究科において、各学期毎に授
業評価アンケートを実施し、あわせて、学生の授業への取り組み方などを測定し
ている。
また。総合情報学部においては、卒業論文発表会を開催しており、教育の向上の
一助となっている。1年次生はその聴講を必修とし今後の研究の指針とさせた。ま
たあわせて教員による評価を行い教育的指導を合わせて行った。

　受け入れた学生について定期的に管理しているが、受け入れの
適切性についての検討は不十分である。各学部、大学院の学位授
与方針（ディプロマポリシー）を前提とした組織的な検討体制の整備
が必要である。

　各学部、大学院において受け入れの適切性について
の検討する組織的な検討体制を整備する。

東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
総合情報学部　学生受け入れの方針（ア
ドミッションポリシー）
看護学部　学生受け入れの方針（アドミッ
ションポリシー）
大学院総合情報学研究科　学生受け入
れの方針（アドミッションポリシー）

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
・学習成果の測定結果の適切な活用
○点検・評価結果に基づく改善・向上

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、学生の受け入れ方
針を定め、公表するとと
もに、その方針に沿っ学
生の受け入れを公正に
行わなければならない。

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏
まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表
○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定
・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生
像
・入学希望者に求める水準等の判定方法

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び
入学者選抜制度の適切な設定
○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜
実施のための体制の適切な整備
○公正な入学者選抜の実施
○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平
な入学者選抜の実施

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

　毎月開催される運営員会、教授会（総合情報学部・看護学部）、学科教員会、大
学院研究科委員会においてそれぞれの会議において在学生について確認してい
る。
　受け入れた学生の問題として退学者問題がある。総合情報学部の退学者につ
いては、その分析を行い退学状況の実態を検討した。
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改善方策 活動の根拠となる指針・方針等評価大学基準 点検・評価項目 評価の視点 現状説明（活動内容・報告）

③　教員の募集、採用、昇任等を適
切に行っているか。

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、
採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の
整備
○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施

新規採用、および昇格は教員資格審査基準マニュアルの基準に基づき、大学全
体で同一基準に基づき実施している。現状の教員編成にもとづき新規採用の職
階が決定されている。なお、看護学部については文部科学省の設置基準に準拠
した看護学教育に相応しい教員組織編制を行っている。

　教員構成にもとづいた適正な募集が行われ人事手続きが実施さ
れている。また、昇格についても資格審査基準に準拠し適正に判定
が行われている。
　看護学部については文部科学省の設置基準の教員組織体制に
おいて専任教員を配置している。また、完成年度までは、文部科学
省に提出された計画に従った採用を行っている。

　必要に応じて 教員の採用計画を立てる。（定年退職
後の教授の補充については、教員公募による補充・内
部昇格により計画的に退職の補充を行う。）
　理念・目的に準拠した教員編成の適切性について学
部運営委員会、教授会において定期的に検証を行う。

学校法人東京農業大学職員就業規則
学校法人東京農業大学職員人事規則
東京情報大学資格審査基準
東京情報大学教務職員の昇格に関する
申し合わせ
総合情報学部　学位授与方針（ディプロマ
ポリシー）
総合情報学部　教育課程編成・実施の方
針（カリキュラムポリシー）

⑤　教員組織の適切性について定
期的に点検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

　毎年、全教務職員を対象に個人調書の提出を受け研究業績などの評価を行っ
ている。
　平成29年度は3学系制への改組を行い円滑なる教育ができるよう既存の教務
職員を再編成した。

　教務職員の定期的な業績確認は行っているが、教員組織の定期
的な点検には至っていない。

　 総合情報学部　学位授与方針（ディプロマ
ポリシー）
総合情報学部　教育課程編成・実施の方
針（カリキュラムポリシー）

③　学生支援の適切性について定
期的に点検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

　学生の生活全般においては、学生部委員会において学生支援の点検・評価が
行われている。
　また、就職活動一般については、キャリア課において点検・評価が行われてい
る。

　個々の部門においては、それぞれの担当箇所について点検が行
われているが、しかし、大学全体としてその点検・評価は不十分で
ある。

学校法人東京農業大学ハラスメント防止
規程
東京農業大学、東京情報大学、東京農業
大学短期大学部ハラスメント相談内規
東京情報大学障がい学生修学支援規程
東京情報大学障がい学生修学支援委員
会規程

学生生活に関する様々な支援を実施しているが、大学として体系立
てた方針の下に実施されていない。

学生支援に関する大学の基本方針を定め、学生生活
支援における支援体制の整備する。

東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学組織及び職制
教員資格審査マニュアル

大学として求められる教員像の資質として、研究業績と
教育業績に加え、・学内諸活動を通じての本学への貢
献度、対外的な社会諸活動を考慮し、教員個人の自己
点検評価を適切に実施する改善プロセスを内部質保
証システムに組み込み、機能させる。

大学全体の教員に対する基本方針は「教員資格審査マニュアル」
に示されているが、各学部、大学院の特徴を反映した編成方針は
示されていない。

教員像などの基本方針は、「教員資格審査基準マニュアル」に明示されている。
またその手続きについては「東京情報大学教務職員等資格審査委員会規約」に
定められており、厳格に行われている。なお、看護学部については、大学設置基
準に定められた専任教員数を踏まえた専任教員の採用計画に基づき、本学部の
人材養成目的と教育課程の特色を実現するための教員採用を行っている。
　基本的な教員の役割などは、「東京情報大学組織および職制」に定められてい
る。

学生部委員会をはじめ学生生活支援に向けた取り組みを行っているが、大学全
体を通した基本方針は策定中であり、その方針は適切に明示されていない。

　学生支援に関する基本方針が、適切に明示されていない。

　前後期の学期末に授業評価アンケートを実施すると共に、後期に一定の期間を
設けピアレビューを行っている。前後期に一定の期間を設け非常勤講師との意見
交換会を行っている。
　看護学部では、パフォーマンス評価としてのルーブリックの学習会を企画した。
実習指導者連絡会において教務職員と臨床指導者の合同ＦＤ開催した。テーマ
は、「学生の主体性を育む看護基礎教育」である。
　研究科では、ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動については、大学院独自
のFD活動は実施していない。学部で実施している授業評価アンケートも履修者数
が少ないことから定量的な結果が求められないため実施しておらず、代わりとし
て大学院の授業全てにおいて評価する「教育評価アンケート」を実施している。今
後、外部における研究発表について、大学院としての推進などがFD活動として考
えられる。

　東京情報大学基本方針を策定し、大学ホームページ
等へ掲載する。
　また、この基本方針に基づき、本学の２０１９年度～２
０２２年度の中期事業計画を策定することで、教職員に
対して基本方針の意識づけを行う。

教員数については、法令上の基準は満たしてはいるが、専任教員
からなる教養科目や専門基礎科目の担当比率が減少し責任をもっ
た教養教育の運営が困難になってきている。また、総合情報学部、
看護学部の双方において、教員組織の年齢構成に偏りがみられ
る。
また、看護学部についても、教員組織の年齢構成に偏りがみられ
る。

　授業評価アンケートおよび、ピアレビューについては、担当者につ
いては、それぞれの意見に必要に応じて改善を行っている。研究科
独自のFD活動は実施していない。
　しかし、授業評価アンケートもピアレビューも大学全体として問題
の共有などは行われておらず、今後の課題となっている。
　また、非常勤講師との意見交換において指摘を受けた問題に可
能な限り対応しているが、不十分なところがあることは否めない。
　ＦＤ関係プログラムについて、これまでの内容と成果を検証する。

　「臨床教員」及び「実習教員」の教育の質向上を目指
したFD研修を行う。
　ＳＤとの融合を視野に入れながらより効果的なプログ
ラムを検討・実施する。
　大学院の授業科目ごとの授業評価アンケートを実施
する。
　大学院の教員の教育・研究指導能力の向上のため
の具体的方策を検討する。

総合情報学部　学位授与方針（ディプロマ
ポリシー）
総合情報学部　教育課程編成・実施の方
針（カリキュラムポリシー）

学生支援に関する大学としての方針の明文化はなされていないが、学生生活支
援に関する以下の事項については、実施をしている。
・学生生活支援における支援体制の整備（担当所管業務の見直し）
・奨学金その他の経済的支援の整備
・学生の相談に応じる体制の整備
・ハラスメント（アカデミック，セクシュアル，モラル等）防止のための体制整備
・学生の心身の健康，保健衛生及び安全への配慮
・留学生に対する支援
・課外活動団体の充実（翔風祭実施団体への支援）
・部活動運営に係る活動経費に対する支援等（助成金等）
・学生通学環境の改善
・総合情報学部におけるキャリア支援
・看護学部におけるキャリア支援

　総合情報学部ならびに看護学部の教育課程において、収容定員、設置基準、
資格等に関する法令上の基準を満たすように教員組織を整備している。
【総合情報学部】
　３学系制への改組を行い円滑なる教育ができるよう既存の教務職員を再編成し
た。
【看護学部】
　看護学部設置において、大学設置基準に定められた専任教員数を踏まえた専
任教員の採用計画（完成年度時２７名）に基づき、教員採用を行っている。専任
教員の他に、臨地実習を実施するために、専任教員の指導の下に、実習指導お
よび学内演習を担当する「臨床教員」、実習指導を担当する「実習教員」を適切に
配置し、臨地実習の指導にあたっている。
【大学院総合情報学研究科】
　大学院専属の専任教員数は存在せず、学部の教員から採用・昇格基準に基づ
き、授業科目担当者、指導教授・指導准教授を選任し、兼務している。指導教員
の人数が減少傾向にあるので、指導教員となりうる教員の採用、あるいは、学内
での昇格が必要不可欠である。

全体のカリキュラム構成や専任教員の年齢構成の均
衡を勘案した採用が必要となり、文部科学省の設置基
準を下回らないように計画的な採用を進める。
専任教員により責任をもった教養教育の実施が可能と
なるよう検討することもあわせて必要である。大学、各
学部、大学院の理念・目的に準拠した教員編成の適切
性について全学的に定期的に検証を行う体制を構築
する。

 東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学組織及び職制

６．教員・教員組織

○大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学
生支援に関する大学としての方針の適切な明示

７．学生支援 大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、学生支援に関する方
針を明確にし、その方針
に沿って、学生が学習に
専念し、安定した学生生
活を送る上で必要となる
修学支援、生活支援及
び進路支援を適切に行
わなければならない。

①　学生が学習に専念し、安定した
学生生活を送ることができるよう、
学生支援に関する大学としての方
針を明示しているか。

②　学生支援に関する大学としての
方針に基づき、学生支援の体制は
整備されているか。また、学生支援
は適切に行われているか。

④　ファカルティ・ディベロップメント
（FD)活動を組織的かつ多面的に実
施し、教員の資質向上及び教員組
織の改善・向上に向けた取り組みを
行っているか。

②　教員組織の編成に関する方針
に基づき、教育研究活動を展開す
るため、適切に教員組織を編成して
いるか。

①　大学の理念・目的に基づき、大
学として求める教員像や各学部・・
研究科等の教員組織の編制に関す
る方針を明示しているか。

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、求める教員像や教員
組織の編制方針を明確
にし、それに基づく教員
組織を適切に整備すると
ともに、絶えず教員の資
質向上に取り組まなけれ
ばならない。

○学生支援体制の適切な整備
○学生の修学に関する適切な支援の実施
・学生の能力に応じた補習教育、補充教育
・正課外教育
・留学生等の多様な学生に対する修学支援
・障がいのある学生に対する修学支援
・成績不振の学生の状況把握と指導
・留年者及び休学者の状況把握と対応
・退学希望者の状況把握と対応
・奨学金その他の経済的支援の整備
○学生の生活に関する適切な支援の実施
・学生の相談に応じる体制の整備
・ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）
防止のための体制の整備
・学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮
○学生の進路に関する適切な支援の実施
・学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセン
ターの設置等）の整備
・進路選択に関わる支援やガイダンスの実施
○学生の正課外活動（部活動等）を充実させるため
の支援の実施
○その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な
実施

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的
な実施
○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価と
その結果の活用

○大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数
○適切な教員組織編制のための措置
・教育上主要と認められる授業科目における専任教
員（教授、准教授又は助教）の適正な配置
・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置
・各学位課程の目的に即した教員配置（国際性、男女
比等も含む）
・教員の授業担当負担への適切な配慮
・バランスのとれた年齢構成に配慮した教員配置
○学士課程における教養教育の運営体制

○大学として求める教員像の設定
・各学位課程における専門分野に関する能力、教育
に対する姿勢等
○各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針
（各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責任
所在の明確化等）の適切な明示
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改善方策 活動の根拠となる指針・方針等評価大学基準 点検・評価項目 評価の視点 現状説明（活動内容・報告）

①　学生の学習や教員による教育
研究活動に関して、環境や条件を
整備するための方針を明示してい
るか。

○大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏
まえた教育研究等環境に関する方針の適切な明示

　東京情報大学基本方針の中に「教育研究等環境の方針」及び教育研究環境の
整備、研究支援ごとの方針を2018年度中に、以下のように定める予定である。

　　東京情報大学基本方針を策定中であり、適切に明示されていな
い。

　東京情報大学基本方針を策定し、大学ホームページ
へ掲出するなど適切に明示する。
　また、この基本方針に基づき、本学の２０１９年度～２
０２２年度の中期事業計画を策定することで、教職員に
対して基本方針の意識づけを行う。

②　社会連携・社会貢献に関する
方針に基づき、社会連携・社会貢献
に関する取り組みを実施している
か。また、教育研究成果を適切に
社会に還元しているか。

○学外組織との適切な連携体制
○社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究
活動の推進
○地域交流、国際交流事業への参加

　東京情報大学総合情報研究所を中心にして、地域連携協定を結ぶ各自治体の
課題について、社会貢献、社会連携に関する活動を行い、教育研究活動の推
進、地域交流の参加を行っている。特に千葉市においては将来的に包括連携協
定の締結を目的としていることもあり、重点的に課題設定をしている。一般市民に
向けた公開講座の開催、高大連携プログラムに基づいた高校生への講義の提供
などの活動を行っている。

社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に
関する取り組みを適切に実施し、教育研究成果を適切に社会に還
元している。

大学が行っている実際の活動を検証し、「東京情報大
学社会貢献ポリシー」の目的に沿った活動ができてい
るかを検証する体制を整備する。

東京情報大学 社会貢献ポリシー

平成29年度「東京情報大学　社会貢献ポリシー」を制定し、大学の社会貢献への
あり方を規定したが、実際の活動に対する改善向上の取り組みには未着手であ
る。

　「東京情報大学　社会貢献ポリシー」を制定したことは評価できる
が、定期的に点検・評価し、改善向上するための体制は、不十分で
ある。

個々の活動を定期的に点検、評価し改善する体制を
整備する。

東京情報大学総合情報研究所規程
東京情報大学共同研究取扱規程
東京情報大学　社会貢献ポリシー

「東京情報大学研究倫理規程」および「東京情報大学人を対象とする実験・調査
等に関する倫理委員会規程」を制定し、研究に関する基本的な考え方を明示して
いる。
　研究費の配分については、内規を設け適正に支給している。また、各教員に研
究室を提供し適切な研究環境を確保している。
　外部資金の獲得については科学研究費助成事業等、競争的研究費の獲得支
援と採択者への事務支援を行っている。
　ティーチング・アシスタント（ＴＡ）を採用し、講義、演習支援を行っている。また、
外部からの研究費により、リサーチ・アシスタント（ＲＡ）採用している。

　看護学部の設置以降、総合情報学分野以外の教育研究活動へ
の支援の実績を積むことで、支援環境や条件の整備を推進し、教
育研究活動の促進を図っている。
　学生の修学に関する適切な支援の実施については、研究活動を
促進させるための条件の整備を行い、学会発表の旅費を支援し、
研究活動の促進に貢献している。

　総合情報学と看護学の両分野における教育研究活
動を支援するための活動根拠を定める細則整備に向
けた準備を行った。
　外部資金を導入するなど、学生を含む研究活動の活
発化させる。

東京情報大学総合情報研究所規程
東京情報大学研究倫理規程
東京情報大学人を対象とする実験・調査
等に関する倫理委員会規程

　研究倫理に関する教務職員への意識向上を求めるべく、毎年、説明会を開催
し、その場で署名された誓約書の提出を求めた。

　毎年、定期的に実施されている説明会に於いて、署名を持った誓
約書を求め教務職員の意識の向上を求めている点は評価できる
が、その点検、評価結果を用いた改善向上の取り組みについては
不十分である。

　評価結果を反映した教育研究環境の適切性を検討
できる体制を整備する。

東京情報大学研究倫理規程
東京情報大学公的研究費の管理・監査に
関する規定規程
東京情報大学人を対象とする実験・調査
に関する倫理委員会規程

「東京情報大学　社会貢献ポリシー」を制定し、大学の社会貢献へ
のあり方を適切に明示している。

引き続き適切に公表を実施する。

　公的研究費等の適正執行に関するコンプライアンス及び研究倫理教育説明会
を開催し、不参加者については、フォローアップの説明会を開催し平成29年度は
98％の教務職員に対して倫理教育を実施した。

　引き続き適切に研究倫理に関する説明会や啓蒙活
動の実施する。

東京情報大学研究倫理規程
東京情報大学公的研究費の管理・監査に
関する規定規程
東京情報大学人を対象とする実験・調査
に関する倫理委員会規程

「教育研究等環境の方針」の明文化については、未整備であるが、「施設，設備
等の維持及び管理」，「安全及び衛生の確保」、「バリアフリーへの対応や利用者
の快適性に配慮したキャンパス環境整備」、「情報通信環境の整備」などは現状
の問題にあわせて適切に行われている。情報倫理の確立に関する取り組みにつ
いては、1年性の全学共通の必修科目「情報モラルとセキュリティ」にて実施され
ている。

「教育研究等環境の方針」が、未整備であるため、統一的な教育研
究環境の整備が行われていない。

「教育研究等環境の方針」及び教育研究環境の整備、
研究支援ごとの方針の制定と適切な明示する。

 建学の精神「未来を切り拓く」，教育理念
「現代実学主義」を念頭に，日々進化する
情報技術を利活用し社会に貢献できる人
材を育成する。大学設置基準を前提に、
本学の建学の精神「未来を切り拓く」、教
育理念「現代実学主義」、学生指導の理
念「自立と協調」を具現化することを指針
方針とする
・学校施設バリアフリー化推進指針（平成
16年3月文部科学省大臣官房文教施設
部）

図書館の活性化および情報基盤整備を適宜行った。情報検索設備等の整備に
ついては、機器の更新等の対応を行った。計画的な図書等の購入計画について
は、看護学部の完成年度に向けた学年進行中の図書等（設置経費）の整備を
行った。また、図書館等職員著作権実務講習会等の参加など職員のスキルアッ
プへの対応を行った。

情報検索設備等の整備、計画的な図書等の購入計画と予算の執
行、職員のスキルアップへの対応など図書館、学術情報サービスに
ついて適切に行われている。

引き続き適切に業務を実施していく。なお、図書館の活
性化、満足度向上のためさらなる改善を検討する。

・ 情報サービスセンター運営委員会や図
書業務定例会等での検討事項
・ 学設置基準に基づく施設設備や資料等
の整備

適正に実施されている。

平成29年度「東京情報大学　社会貢献ポリシー」を制定し、大学の社会貢献への
あり方を規定し、大学公式ホームページに公開している。

⑥　教育研究等環境の適切性につ
いて定期的に点検・評価を行ってい
るか。また、その結果をもとに改善・
向上に向けた取り組みを行っている
か。

○研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み
・規程の整備
・コンプライアンス教育及び研究倫理教育の定期的な
実施
・研究倫理に関する学内審査機関の整備

⑤　研究倫理を遵守するための必
要な措置を講じ、適切に対応してい
るか。

③　社会連携・社会貢献の適切性
について定期的に点検・評価を行っ
ているか。また、その結果をもとに
改善・向上に向けた取り組みを行っ
ているか。

９．社会連携・社会
貢献

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現するため
に、社会連携・社会貢献
に関する方針を明確に
し、その方針に沿って社
会との連携に配慮し、教
育研究成果を広く社会に
還元しなければならな
い。

①　大学の教育研究成果を適切に
社会に還元するための社会連携・
社会貢献に関する方針を明示して
いるか。

８．教育研究等環境 大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現し、学生
の学習及び教員による
教育研究活動を十分に
行うことができるよう、教
育研究等環境を整備し、
これを適切に管理運営し
なければならない。 ②　教育研究等環境に関する方針

に基づき、必要な校地及び校舎を
有し、かつ運動場等の教育研究活
動に必要な施設及び設備を整備し
ているか。

③　図書館、学術情報サービスを提
供するための体制を備えているか。
また、それらは適切に機能している
か。

④　教育研究活動を支援する環境
や条件を適切に整備し、教育研究
活動の促進を図っているか。

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

○大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏
まえた社会貢献・社会連携に関する方針の適切な明
示

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○点検・評価結果に基づく改善・向上

○研究活動を促進させるための条件の整備
・大学としての研究に対する基本的な考えの明示
・研究費の適切な支給
・外部資金獲得のための支援
・研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の
保障等
・ティーチング・アシスタント（ＴＡ）、リサーチ・アシスタ
ント（ＲＡ）等の教育研究活動を支援する体制

○図書資料の整備と図書利用環境の整備
・図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の整
備
・国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他
図書館とのネットワークの整備
・学術情報へのアクセスに関する対応
・学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席数、開
館時間等）の整備
○図書館、学術情報サービスを提供するための専門
的な知識を有する者の配置

○施設、設備等の整備及び管理
・ネットワーク環境や情報通信技術（ＩＣＴ）等機器、備
品等の整備
・施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛生の確
保
・バリアフリーへの対応や利用者の快適性に配慮した
キャンパス環境整備
・学生の自主的な学習を促進するための環境整備
○教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り
組み
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改善方策 活動の根拠となる指針・方針等評価大学基準 点検・評価項目 評価の視点 現状説明（活動内容・報告）

10．大学運営・財務

(1)大学運営

　機能的・効率的な組織編制と業務量に見合った職員配置に努め
るとともに、部局間の連携・支援体制による柔軟な対応がなされて
おり、目標達成に向けた各所管の取組みが適切に行われている。
　組織規模が小さいことに加え、本学での勤務年数が長い職員が
多く、年齢構成が適正であるとはいいがたい現状において、管理職
への登用の機会は少ないものの、業務の目標設定を自ら定め、そ
の評価を得ること、学生・教員との信頼関係により日常的な達成感
や充実感を味わうこと等によって、現状維持体質から脱却し、事務
組織全体の活性化を目指すことが、職員の組織活性化を醸成する
ことに繋がっている。

　大学を取り巻く社会環境の変化に対応すべく、組織
のさらなる機能向上と効率化の推進を図る必要がある
ことから、事務局内に検討委員会を組織し、組織・業務
の見直し、法人本部との業務一体化を踏まえ、その改
善を目指す。
　合わせて、将来的な組織・人事バランスを考慮した人
事計画案を検討する。

　本学の研修制度は、制度そのものの体系性や年間の研修開催数
の点については、他大学と比較しても遜色無い水準にあるといえ
る。
　また、必要に応じて研修内容の見直しを行い、より効果の高いも
のとなるよう改善を図っている点については、長所と考えている。

　現在の研修制度は、学校法人が主体となったものに
参画していることが多く、種類を揃え体系的に編成して
いるものの、各職員の業務多忙、日常業務優先等の
理由から、必ずしもスタッフディベロップメントの実施は
十分とは言えない。今後は、大学独自の研修体制を検
討、構築していくことや、研修日程を精査し、職員が負
担なく参加できる方法等を継続的に検討する。また、研
修目的、必要性、研修によって得られる効果等を明示
し、職員の主体的な参加をもとめる。

　大学の運営に関する定期的な会議が開催され大学運営の適切性
について定期的に点検・評価が行われている。その一方で、会議を
とおした情報の共有はできているが、実際の改善行動への反映は、
十分とは言えないところがある。

　大学の管理運営の改善行動へつながる体制の整備
が必要である。

東京情報大学学則
東京情報大学大学院学則
東京情報大学組織および職制
東京情報大学運営委員会規程
東京情報大学教授会規程

現在進行している事業計画であり、達成されていない箇所もある
が、おおむね適切に実行されている。

現状を踏まえ、新たに東京情報大学基本方針を策定
し、それに基づいた大学運営を図るとともに策定された
基本方針は『大学公式ホームページ』へ掲出する。さら
に、この基本方針に基づき、学校法人東京農業大学第
3期中期事業計画（N2022：2019～2022年度）に本学の
中期事業計画を策定することで、教職員に対して基本
方針の意識づけを行う。

学校法人東京農業大学第2期中期事業計
画（N2018）2015年度事業報告書、2016年
度事業報告書、2017年度事業報告書

　大学運営のための組織（委員会）を、法人及び大学の規則・規程
に基づき、適切に設置し運営しているが、大学（教学組織）における
委員会数が多く、役職者が充て職として委員となる委員会が多いた
め、役職者の負担が増している。

N2018の事業項目：No.10-(1) 改正学校教
育法に伴う学長リーダーシップ確立・検証
学校教育法第92条、第93条

　危機管理のための組織を、法人の規則・規程に基づき、適切に設
置し運営している。

学校法人東京農業大学危機管理規程
学校法人東京農業大学部門危機管理委
員会規程

　予算編成においては、基本方針に基づき予算案を作成・申請し
た。平成29年度末の翌年度繰越支払資金は前年度決算より
436,914,929円増加し2,145,825,038円となり、平成29年度決算の事
業活動収支差額比率は△1.7％であった。
収支改善及び資金確保の観点から施設設備計画の外壁工事及び
空調更新工事については、法人本部の査定において、単年度計画
から複数年度計画に一部変更となった。今後は、より一層慎重な計
画の策定と法人本部との連携が必要である。
　予算執行においては、伝票起票の多重チェックにより人為的ミス
の防止および透明性の確保につながったが、その分処理に係る時
間が必要となっているため、運用面での検討が必要である。
本学の会計システムのサーバーを法人本部と一元化したことで、法
人財務部でリアルタイムに本学の予算執行状況の確認が可能と
なった。また、予算編成及び決算処理等の効率化につながった。
予算執行率について、予算と決算の差異が生じている項目があり、
各所管の事業内容に係る予算申請が適正であったか翌年度の予
算申請に向け、分析および検討を要する。

　予算編成において、中長期財政計画や保全計画の
策定等で法人本部とより一層連携を密に行う。
　学校会計システムの改善等により、予算執行に伴う
効果を分析・検証する仕組みを、より一層適正及び簡
易的な操作で定型的な分析が行えるよう検討する。
　サーバー一元化による更なる効果をあげるため、人
為的ミスの防止および透明性を確保しつつ、伝票起票
の多重チェック等に係る労力削減のための運用方法を
検討する。
　平成30年度は原則として補正予算を行わない方針で
あることもあり、予算と決算の差異が縮小し予算の精
度が上げられるよう、予算の必要性、適切性等につい
てより一層の検討・精査を行う。
　また、伝票処理作業等について、処理一元化を行う
ための組織（経理センター）など、法人全体での効率化
について検討する。

学校法人東京農業大学経理規程
学校法人東京農業大学調達規程
学校法人東京農業大学内部監査室規程

学校法人東京農業大学第2期中期事業計画（N2018：2015～2018年度）に基づき
大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するための
大学運営に関する方針を明示している。

　平成29年度の予算編成については、学校法人の基本方針「経営・財政の安定
なくして教育研究の充実・発展なし」を基に、第2期中期事業計画ならびに部門事
業計画に基づき、本学の予算編成基本方針を策定した。
　予算管理・執行の具体的な処理は、『学校法人東京農業大学経理規程』に基づ
き実施している。また、固定資産の取得や一定額以上の案件については、『学校
法人東京農業大学調達規程』に基づき、決裁区分ごとに予算執行の承認を得る
こととなっている。外部資金については、外部資金担当所管において残高管理も
あわせて行い、適正な予算管理を行っている。　経常予算については決算時に所
管ごと事業内容別予算ごとの執行状況を精査し、予算の適切性を検証している。
施設設備等の整備及び臨時・特別予算については、予算編成時において費用対
効果等を中心に検討を重ね、決算報告書作成時等に検証を行っている。
本学の決算に係る監査は、監事監査、監査法人による公認会計士監査および内
部監査室による業務監査があり、内部監査による監査は、『学校法人東京農業
大学内部監査室規程』に基づき実施している。

　本学では、『東京情報大学組織及び職制』を定めており、大学業務を支援する
事務組織を整備している。また『東京情報大学事務分掌規程』において、それぞ
れの事務組織が所掌する事務分担が記されており、具体的な事務の内容等を規
定しており、適切に運用されている。
　職員の採用に関しては、専任職員については法人の人事課が企画立案し、人
事委員会の審議を経て適切に決定している。

本学では、職員研修制度を職員の能力の向上及び資質の啓発に資するものとし
て位置付けている。人事制度における級ごとの職務能力の水準を達成し、能力
向上をはかるため学校法人が主体となり、平成22（2010）年度から新規採用者研
修「若手育成プログラム」を実施している。また、以下の研修制度を設けて、人材
の育成や個々の職員の資質向上に努めている。
　１）階層別研修（受講必須）、２）目的別研修（希望者）、３）職場研修、４）私大連
研修
　本学独自の活動としては、「教職員全体会」を実施している。平成25（2013）年度
の学部改組の準備に合わせて、平成24（2012）年度から各種委員会における
PDCAサイクルの周知と確認・点検作業を通じた大学全体の共通認識を得ること
を目的にスタートした。教学、管理における計画（方針）、実施に係る中間報告、
総括を内容として年間複数回開催してきた。また、平成29（2017）年度は、全教職
員を対象に「本学教職課程の現状と課題」と題した教職員のためのFD・SD研修
会を実施した。

　毎月、定期的に運営委員会、各教授会、大学院研究科委員会が開催されてい
る。
　また、毎週、学長連絡会が開催され大学の状況が把握されその運営について
確認されている。

○適切な大学運営のための組織の整備
・学長の選任方法と権限の明示
・役職者の選任方法と権限の明示
・学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整
備
・教授会の役割の明確化
・学長による意思決定と教授会の役割との関係の明
確化
・教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責
任の明確化
・学生、教職員からの意見への対応
○適切な危機管理対策の実施

○予算執行プロセスの明確性及び透明性
・内部統制等
・予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設
定

①　大学の理念・目的、大学の将来
を見据えた中・長期の計画等を実
現するために必要な大学運営に関
する大学としての方針を明示してい
るか。

②　方針に基づき、学長をはじめと
する所要の職を置き、教授会等の
組織を設け、これらの権限等を明
示しているか。また、それに基づい
た適切な大学運営を行っているか。

③　予算編成及び予算執行を適切
に行っているか。

④　法人及び大学の運営に関する
業務、教育研究活動の支援、その
他大学運営に必要な事務組織を設
けているか。また、その事務組織は
適切に機能しているか。

○大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）
の組織的な実施

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価
○監査プロセスの適切性
○点検・評価結果に基づく改善・向上

○大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置
・職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその
適切な運用状況
・業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の
整備
・教学運営その他の大学運営における教員と職員の
連携関係（教職協働）
・人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改
善

⑤　大学運営を適切かつ効果的に
行うために、事務職員及び教員の
意欲及び資質の向上を図るための
方策を講じているか。

⑥　大学運営の適切性について定
期的に点検・評価を行っているか。
また、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行っているか。

大学は、自ら掲げる理
念・目的を実現し、大学
の機能を円滑かつ十分
に発揮するために、大学
の運営に係る方針を明
確にし、その方針に沿っ
て明文化された規程に
基づき適切な大学運営
を行わなければならな
い。また、教育研究活動
を支援しそれを維持・向
上させるために、適切な
組織を整備するととも
に、絶えず職員の質向上
に取り組まなければなら
ない。さらに、必要かつ
十分な財務基盤を確立
し、大学運営を適切に行
わなければならない。

○大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期
の計画等を実現するための大学運営に関する方針の
明示
○学内構成員に対する大学運営に関する方針の周
知

『東京情報大学学則』、『東京情報大学院学則』『東京情報大学教授会規程』、『東
京情報大学大学院総合情報学研究科委員会規程』において学長をはじめとする
所要の職を置き、教授会等の組織を設け、これらの権限等を明示している。ま
た、組織および職制については『東京情報大学組織及び職制』に明示している。
学長及び補職者の選出と役割については、学長は、『学校法人東京農業大学職
員就業規則』第8条に基づき、選挙により選任し理事長が決定している。補職者に
ついては、『学校法人東京農業大学人事委員会規程』第3条第3号に規定する別
表に基づき選出し、学校法人東京農業大学人事委員会で審議し決定している。
また、補職者の役割については、『東京情報大学組織及び職制』第8条から15条
の2に規定している。
教学組織と法人組織については、『学校法人東京農業大学寄付行為』『学校法人
東京農業大学寄付行為施行規則』において、その役割等が明文化されている。

　『学校法人東京農業大学危機管理規程』第5条第1項及び第2項、並びに『学校
法人東京農業大学部門危機管理委員会規程』に基づき、本学に部門危機管理
委員会を設置し運営している。
　部門長（学長）は、平常時から、危機管理のため必要な措置を講じることになっ
ている。
　２０１７年度は、看護学部で実施した「カナダ短期留学プログラム」では、部門危
機管理委員会を開催して危機管理体制や緊急時連絡網等の対策を決定し、プロ
グラム参加学生及び関係する教職員へ説明、周知を行ったうえで、プログラムを
実施した。
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(2)財務

　定員充足を目指すとともに学生生徒等納付金の過度の依存を避けるため、学
外からの資金を受け入れるための体制整備として、総合情報研究所（外部資金
担当）の体制を強化（平成29年度に専任職員を1名増員）し、各種委員会等整備
の準備を行った。

　また、平成29年度末の本学の特定資産残高として、減価償却引当特定資産：
2,650,555,774円、東京情報大学教育奨学引当特定資産：54,263,745円、機器更
新等引当特定資産：92,143,678円、翌年度繰越支払資金として、2,145,825,038円
を確保している。

　【外部資金の獲得状況（平成28年度～平成29年度）】
　前年度対比で、科学研究費助成事業は新規採択件数が1件減少
し2件となったが、継続を含む総採択件数は1件増加し8件となり、交
付額は13,550,000円の増額となった。
受託研究費は1件増加し7件となったが、受入額は21,880127円の減
額となった。
　寄付金は3件増加し5件となり、受入額は3,400,000円の増額となっ
た。

　平成29年度においては、目標値および財政の健全性を検証する
財務比率指標は法人全体での設定であり、部門ごとの指標は設定
されていない。
　事業計画及び施設設備保全計画は大学と法人で連携し作成して
いるが、財政計画については法人本部主体での取り組みとなってい
る。
　今後は、財政計画についても大学と法人で連携を取り、統一的な
指標又は目標として設定し、事業計画と部門の予算積算を密接に
対応させることが必要である。

　本学と法人本部財務部の連携を密にし、大学の総合
将来計画と密接に対応した中長期財政計画を策定す
る。
　財務情報公表を念頭に公共性の高い大学として、社
会的責任を果たす必要性を認識し、利害関係者のニー
ズを計画に反映する仕組みを検討する。
　収入面としては、学生定員の確保及び補助金等外部
資金の獲得を目指し、また支出面として、人事計画、施
設設備計画について優先順位を決定し、財政計画に
反映させ、継続的にＰＤＣＡサイクルを効果的に回す。

　学校法人の基本方針「経営・財政の安定なくして教育研究の充実・発展なし」に
基づき、人事計画、教育研究計画、施設設備整備計画等に対応する財源確保を
中心に中長期財政計画を策定している。
　総合情報学部改組に伴い、実質的入学者数及び教員数等のシミュレーションを
行い、学内で審議し財源確保のため、総合情報学部の授業料を平成29年度新入
生から各年次50千円値上げした。
　また、収支シミュレーションにおける平成29年度の事業活動収支差額比率を△
6.5％と試算し、総合情報学部改組および看護学部の完成年度となる平成32年度
の事業活動収支差額比率の目標を9.4％とし、収支改善を目指す財政計画を策
定した。
　なお、看護学部の設置に伴い従前の総合情報学部より、学生一人当たりの学
生生徒等納付金単価が上昇した。

　平成29年度決算の事業活動収支差額比率は△1.7％となり、予算
請求時の基本方針シミュレーション値△6.5％より4.8ポイント改善し
た。
　定員充足については、平成29年度の学部入学定員500人（編入学
を除く）に対し、入学者は536人（超過率1.07％）、学部収容定員
2,020人に対してH29/5/1現在の現員1,873人（充足率0.93％）であっ
た。〔平成28年度は入学者489人（超過率0.98％）、現員1,823人（充
足率0.90％）〕
　平成29年度の学生生徒等納付金は2,179,143千円、学生生徒等
納付金比率は、平成29年度が91.2％となり依然として学生生徒等納
付金への依存率は高いが、経常収入は増加傾向にある。今後は更
なる外部資金獲得に向けての取り組みが必要となる。

　総合情報学部改組、看護学部設置の完成年度を迎
える平成32年度の事業活動収支差額比率は9.4％を目
標としている。（平成29年度予算請求基本方針）
　定員確保を目指すとともに、人件費、教育研究経費、
管理経費の適正化に配慮し財源基盤の確立を目指
す。
　また、外部資金獲得のため、総合情報研究所主体に
よる各種委員会（利益相反委員会及び知的財産管理
委員会）の整備や地域連携等の充実により、受託研究
費、寄付金等の更なる獲得を目指すことで、学生生徒
等納付金の過度の依存を避ける。
　なお、内部質保証に関する取り組みとともに、補助金
獲得に向けての取り組みを行う必要性がある。

　法人本部財務部において、法人全体及び各部門の中長期財政計画を策定して
いる。
　平成29年度の本学の予算編成においては、法人本部財務部からの通知項目を
基に、学部改組及び新学部設置から完成年度までの4年間について、収支シミュ
レーションを下記のとおり行い、予算編成の基本方針を決定した。

○大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した
中・長期の財政計画の策定
＜私立大学＞
○当該大学の財務関係比率に関する指標又は目標
の設定

②　教育研究活動を安定して遂行
するために必要かつ十分な財務基
盤を確立しているか。

○大学の理念・目的及びそれに基づく将来を見据え
た計画等を実現するために必要な財務基盤（又は予
算配分）
○教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るた
めの仕組み
○外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附
金、受託研究費、共同研究費等）の獲得状況、資産
運用等

①　教育研究活動を安定して遂行
するため、中・長期の財政計画を適
切に策定しているか。

・科学研究費助成事業

年度
申請件数
（新規）

採択件数
（新規）

採択率
総採択件数
（継続分を含む）

交付額
（継続分を含む）

平成28年度 15件 3件 20.0% 7件 9,100,000円

平成29年度 20件 2件 10.0% 8件 22,650,000円

・受託研究費

年度 受入件数

平成28年度 6件

平成29年度 7件

・寄付金

年度 受入件数

平成28年度 2件

平成29年度 5件

受入額

500,000円

3,900,000円

受入額

35,368,695円

13,488,568円
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